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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期

第２四半期累計期間
第29期

第２四半期累計期間
第28期

会計期間
自2020年10月１日
至2021年３月31日

自2021年10月１日
至2022年３月31日

自2020年10月１日
至2021年９月30日

売上高 （千円） 913,461 635,332 1,573,005

経常損失（△） （千円） △17,089 △189,817 △264,643

四半期（当期）純損失（△） （千円） △22,663 △194,268 △272,820

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － △2,007 －

資本金 （千円） 592,678 665,461 665,461

発行済株式総数 （株） 2,632,200 2,821,100 2,821,100

純資産額 （千円） 134,555 △165,853 28,410

総資産額 （千円） 2,112,857 1,811,135 1,798,864

１株当たり四半期（当期）純損失（△） （円） △9.17 △70.11 △105.94

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 6.1 △9.3 1.4

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 30,809 20,023 66,913

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △108,060 △122,787 △193,419

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △30,429 141,539 △61,638

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高
（千円） 178,476 136,788 98,012

 

回次
第28期

第２四半期会計期間
第29期

第２四半期会計期間

会計期間
自2021年１月１日
至2021年３月31日

自2022年１月１日
至2022年３月31日

１株当たり四半期純損失（△） （円） △8.54 △47.73

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．第28期第２四半期累計期間及び第28期の持分法を適用した場合の投資利益については、当社が有している関

係会社が、利益基準及び利益剰余金基準から見て重要性の乏しい非連結子会社であるため、記載しておりま

せん。

３．第28期第２四半期累計期間及び第28期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株

当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第29期第２四

半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在するものの１株当たり

四半期純損失であるため記載しておりません。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期会計期間の期首

から適用しており、当第１四半期累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した

後の指標等となっております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当社は、2021年９月期におきましては、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による当社主要顧客である外食業界

が甚大な影響を受けたことにともない、多額の当期純損失を計上したことにより、同期末の純資産合計は28,410千円

となりました。2022年９月期第２四半期累計期間においても、四半期純損失を計上したことにより、同第２四半期累

計期間末における純資産合計は△165,853千円となりました。こうした状況により、当社が取引金融機関との間で締結

しているシンジケートローン契約における財務制限条項に抵触いたしました。これにより、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

なお、抵触した財務制限条項は以下の通りです。

 

（シンジケートローン契約）

　各年度の決算日の貸借対照表における純資産の部の金額を2016年９月期の決算日の貸借対照表における純資産の部

の金額の80％以上に維持すること。

　各年度の決算期の損益計算書における経常利益が２期連続して損失とならないようにすること。

 

当社としては、このような状況を解消すべく、取引金融機関と協議を行った結果、財務制限条項に係る期限の利益

喪失につき権利行使をしないことについて、当該取引金融機関の合意が得られております。

　なお、当社は、当該事象又は状況を解消するための対応策として、以下のような収支改善施策に取り組んでおりま

す。

 

① 高粗利の「飲食店経営管理システム(R)」「自動発注システム」や、コロナ禍においても需要のある、コロナ禍対

策製品(配膳AIロボット、除菌AIロボット、ウイルスゲート・ショット、セルフショット)への経営資源の集中をし、

更にその販売先をコロナ禍においても、利益水準を維持している大手チェーンや優良業種に絞り込んでおります。今

後も一定程度需要が拡大するものの、コロナ禍による営業時間の短縮要請などにより、導入遅延なども発生している

ことから、これに加えて、コロナ禍においても確実に需要のある、コロナ禍対策製品(配膳AIロボット、除菌AIロボッ

ト、ウイルスゲート・ショット、セルフショット)の比重を市場の需要変化に合わせて引き上げ、より安定した事業の

拡大と、収支の改善が見込まれるものと考えております。

 

② 代理店販売の拡充

　コロナ禍においても需要のある、コロナ禍対策製品(配膳AIロボット、除菌AIロボット、ウイルスゲート・ショッ

ト、セルフショット)は、当社の「飲食店経営管理システム®」「自動発注システム」の奥行きの大変深いソフトウエ

アと比較し、代理店が販売し易い為、これまで以上に積極的に販売を推進しております。

今後は、現在の直販体制に加えて、代理店ルートを開拓し、代理店販売体制の比重を上げ、収益力の向上を図って

まいります。

　このように粗利の高い、ソフトウエア販売への注力を進めつつも、特に近年はコロナ禍の需要としてセルフレジや

新たに開発及び販売を行っている配膳ロボット、除菌系のシステム機器の販売については、事業領域を広げつつ代理

店販売体制への移行がし易い分野であり、販売諸経費圧縮を実施し、営業利益率の向上を目指します。

 

さらに、当社は2020年11月27日付で「2021年９月期～2023年９月期中期経営計画」を開示いたしました。2022年９

月期におきましては、新型コロナウイルス感染拡大による外食業界の低迷は一定程度続くものの、特に同下期以降は

その影響もかなり限定的になると考えておりました。こうした考えのもと「自動発注システム」について、更なる新

規案件獲得を目指しておりましたが、2021年１月の緊急事態宣言による営業時間自粛や酒類提供の制限などが、同９

月末まで続いたことで、新規獲得先の業績悪化や倒産、前期にも増した月額サービス料の値引き、システム機器販売

の延期が相次ぎました。

2022年９月期以降は、新型コロナウイルス感染症のリスクが継続することを前提に、改めて中期経営計画を見直

し、2021年12月２日付「事業計画及び成長可能性に関する事項」及び2021年12月７日付「（訂正）「事業計画及び成

長可能性に関する事項」の一部訂正について」にて開示いたしました。新型コロナウイルス感染症拡大の影響を大き

く受けている外食産業ですが、今後も影響が続くことを前提に、これまで飲食店向けシステム商材を中心にしており

ましたが、2022年９月期以降においては、飲食店向けシステム商材に加え、コロナ禍対策商材を拡充し、対象顧客は

外食業界に限らず、多様な業種・業界に対して事業展開を図ってまいります。同上期においては、コロナ禍において

も外食業界に加えて多様な業種・業界にも需要があると見込んで投入した、配膳AIロボットや除菌AIロボット、ウイ

ルスゲート・ショット、特許取得済みのセルフレジなどについては、事業展開の比重を大幅に引き上げる計画にいた

しました。
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新たな中期経営計画を実行していく上で、コロナ禍でも需要が見込まれる商材を創出していき、外食産業を中心と

したこれまでの対象顧客に加え、新たな市場開拓を行っていく必要があると考え、下記の4つの施策を設定し、事業基

盤の確立と業績向上に向けて展開してまいります。

 

ア）貸倒リスクの少ない販売先をターゲティングして「飲食店経営管理システム®」の自動発注システム及びシステム

機器をアプローチ

i)大手外食チェーンをターゲットとした直販営業

コロナ禍の影響を受け、「飲食店経営管理システム(R)」の自動発注及びシステム機器の販売先として貸倒リ

スクが少ない黒字化している飲食チェーン（多くは大手飲食チェーン）に絞り、営業施策を行って参ります。

ii)マスターズカフェのエリアフランチャイザーとしてフランチャイズ募集の推進

大手飲食チェーン向けの販売は、受注できれば大きなメリットとなるものの、商談が長くなることが多く、予

算が立て難い傾向にあります。当社は、2018年３月より、株式会社益正グループ（本社：福岡県福岡市中央区

赤坂１丁目４番27号　代表取締役　草野益次）（以下、「益正グループ」といいます。）が展開するコーヒー

店「マスターズカフェ」のフランチャイズチェーン「マスターズカフェ ナチュラルグリーンパークホテル

店」「マスターズカフェ 日本橋兜町店」を自社でフランチャイズ契約し、当社の「自動発注システム」を導

入することでＩＴ駆使店舗として実地開発検証を進め、マスターズカフェのフランチャイズ本部及びフラン

チャイズ全店へ「飲食店経営管理システム(R)」「自動発注システム」「セルフレジ」の導入拡大を進めてお

ります。当社が運営するマスターズカフェにおいて、当社製品をフルラインアップのもとで実店舗営業を稼働

可能な状況のもと、フランチャイズ募集を積極的に推進することで、当社主力製品である自動発注システムを

中心にシステム関連機器を一式で販売できるようにしていきたいと考えております。

 

イ）業務系インターネットサービス会社との強い協業関係によるシステム連携により新規顧客を誘導

2021年９月期におきまして、2021年1月の緊急事態宣言以降、営業方針を変更し、新規顧客についてはリスク回避

ために与信力のある外食企業に絞って営業活動を進めてまいりました。しかしながら、個人店の市場規模は大き

く、更に中長期的な視点から考えると、個店飲食店から将来大きく伸長して大型チェーンへ成長することも外食

業界の特徴のひとつでもあります。

当社の月額継続サービスをご利用中の約70％の顧客は、契約当初は10店舗未満から利用いただいており、この中

から将来の大型チェーンに成長する企業へと成長しております。従いまして、個店飲食店へのアプローチをおろ

そかにしていると、当社の持続的な成長が見込まれなくなります。

一方、業務系インターネットサービス会社は、個店飲食店に対して会計及び販売業務のシステムを無償で提供

し、既に十数万店舗の顧客基盤を有しております。当社は、個店飲食店に対して効率的かつできる限り自動化が

図れるシステムサービスを当該企業との連携を強化して提供できる仕組みを持つことにより、小規模の個店飲食

店が利用できるサービスを進めてまいります。

 

ウ）AIロボット(配膳／除菌)、ウイルスゲート・ショットの拡販

当社は、コロナ禍を見据えて、2020年３月に自律歩行可能なAI搭載の配膳ロボットや除菌ロボットを、そして、

2021年3月に除菌ゲート「ウイルスゲート・ショット」をそれぞれ市場に投入し、販売を開始ました。すでに販売

してから１年以上が経過し、当該製品はラインアップを拡充し、シリーズ化したことで、当社の主力顧客である

外食産業に加え、商業施設、小売店、宿泊施設等、他業態からの市場ニーズがあることも捉え、積極的に販売活

動を進めております。

今後、AIロボット「サービスショット」は、飲食業界以外においても利用可能な商材として、また、除菌AIロ

ボット、ウイルスゲート・ショットは新型コロナウイルス感染症のリスク回避策として、事業推進してまいりま

す。

 

エ）業種・業態の水平展開ができる新たな製品の開発及び市場投入

当社は、前述の通り、AI搭載の配膳ロボットや除菌ロボット、除菌ゲート「ウイルスゲート・ショット」を市場

に投入してシリーズ化してまいりました。当該ロボットのシリーズ化において、中国メーカーと当社のノウハウに

より、小ロットの量産技術も蓄積し、今後のロボット時代に先駆けて、更なるシリーズ化と製品投入により、外食

業界に加え、多様な業種・業態からの引き合いが見込めるように積極的に拡販を予定しております。

また、除菌型の製品は、ウイルスの不活性化と除菌コーディングが同時にできる「ナノプラチナ」薬液を搭載して

おり、この薬液効果がとても重要であります。当社は、「ナノプラチナ」薬液の総販売権を取得しており、今後

は、「ウイルスゲート・ショット」の販売が増えるにつれて、「ナノプラチナ」薬液の販売量の拡大を見込んでお

ります。

　当社を取り巻く経営環境が変化する中において、販売商材や販売形態を臨機応変に対応することにより、大手企

業（外食チェーン、ホテルチェーン、カラオケチェーン等）からの受注が堅調に推移しております。また、当社とし
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ては、上記の経営施策を講じるにあたり、資金需要が生じているため、2021年12月に日本政策金融公庫より資本性劣

後ローンによる４億円の資金調達を実施しました。しかしながら、依然として運転資金には不足が生じることが見込

まれていることから、資本増強にともなう財務体質の改善及び運転資金、事業資金の調達のため、2022年４月25日付

で「第２回新株予約権（行使価額修正選択権付）の取得及び消却並びに第三者割当による行使価額修正条項付第４回

新株予約権の発行に関するお知らせ」でお知らせのとおり、第三者割当による新株予約権の発行（以下、「本第三者

割当増資」又は「本資金調達」という。）による資金調達を決議いたしました。本第三者割当による資金使途として

既存事業への資本投下を優先的に実施し、当社グループの事業拡大につながることで、企業価値及び株式価値の向上

が図れると判断しております。

 

本第三者割当増資に際し、残存する第２回新株予約権については、2022年２月14日付「第三者割当により第２回新

株予約権（行使価額修正選択権付）の行使価額修正選択権の行使及び下限行使価額の修正のお知らせ」でお知らせの

とおり、下限行使価額の修正により、第２回新株予約権の行使を期待したものの、株価推移が低迷したことから行使

されておりません。こうした状況から新たに本第三者割当増資の実施を検討するにともない当社株式の潜在希薄化率

が増加すること等を総合的に鑑み、当社が発行価額で取得後直ちに消却することとし、新たに第４回新株予約権を発

行することといたしました。

 

以上より、主要取引銀行の支援体制も十分確保できており、借入に関しては問題なく借り入れができており、資本性

劣後ローンによる資金調達を実施できていること、上述の経営施策により、大手企業を中心とした受注状況が上向い

ていること、さらに本第三者割当増資による新株予約権の行使に伴う新株式発行が順調に進む見込みであることこと

から、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。

 

以下は、第28期有価証券報告書及び第29期第１四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載された

「事業等のリスクについて、次のとおり追加すべき事項が生じております。

 

（1）ハードウエア機器調達に係る影響について

当社は、「飲食店経営管理システム(R)」、テイクアウト自動精算機サービス「テイクショット」、配膳AIロボット

及び除菌AIロボット等、当社が開発するソフトウエアとハードウエア機器をセットにしてシステム販売を行っており

ます。当該機器は、国内及び海外の複数の外部供給者から調達しており、採択する当該機器の選定や仕入先の決定

は、質の確保はもとより、安定した価格、安定した供給能力、事業継続計画の有無等、総合的な評価により行ってお

ります。しかしながら、当該機器は半導体を主要部品としており、半導体不足による需給の逼迫や価格高騰により、

外部供給者の不安定な生産体制や納期の遅延が発生し、顧客への納期が遅れております。当社といたしましては、外

部供給者からの安定した生産及び供給を見込んでおりますが、さらなる半導体需給の逼迫による生産体制の不安定や

供給不足が発生した場合、当社の経営業績及び財務状態に重要な影響を与える可能性があります。

 

（2）中国国内の新型コロナウイルス感染症拡大に係る影響について

中国国内における新型コロナウイルス感染症の急拡大と中国ゼロコロナ政策による中国各地におけるロックダウン

（都市封鎖）により、中国企業の生産活動や物流網に至るサプライチェーン全体に影響が及んでおります。当社の配

膳AIロボット及び除菌AIロボット等は、外部調達先である中国企業から供給を受けております。こうした状況の中、

当社の外部調達先においては、工場の稼働は続けているもの、部品調達が困難になっていることやテレワーク出社に

より生産効率は低下し、物流網の影響を受けて中国国内及び日本への配送についても遅れが生じております。今後、

新型コロナウイルス感染症がさらに拡大し長期的に収束しない場合、当社の経営業績及び財務状態に重要な影響を与

える可能性があります。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、防疫と経済の両立進展と思われていたものの、年末あたりからのオ

ミクロン変異株の感染急拡大により、昨年を上回る先行き不透明な状況となりました。

当社の主要販売先である外食市場におきましては、こうした状況下で昨年にも増して大変厳しい状況が続いてお

ります。

引き続き、経済の下振れ傾向は続いているものの、当社は、創業時より一貫し、外食企業を中心とした顧客に対

し、利益追求のための食材ロス削減を実現する「飲食店経営管理システム（R）」、人件費の最適化や生産性を高

めるための勤怠集計管理システム「Timely」を主力に「食材費」・「人件費」の二大原価の透明化を掲げたシステ

ムをASP／パッケージシステムで提供することは、継続経営の前提として、需要が急激に落ちることはなく、近年

では、コロナ禍であっても更に需要の見込める、店舗内の人手業務を極限まで無くすことの出来る特許取得済みの

「自動発注システム」や、ＡＩ配膳／除菌ロボットなどを中心とした製品／サービスを、トータルソリューション

システムとして提供しております。

　当第２四半期累計期間は、当社主要顧客が例年通り年末年始繁忙期によるシステム投資控えである期間であると

ともに、緊急事態宣言の影響により厳しい状況下ではあるものの、当初から予定していた納品がほぼ順調に推移し

たことにより、売上高635,332千円（前年同四半期比30.4％減）、営業損失△171,001千円（前年同四半期は営業利

益35,313千円）、経常損失189,817千円（前年同四半期は経常損失17,089千円）、四半期純損失194,268千円（前年

同四半期は四半期純損失22,663千円）と増収かつ損失の減少となりました。

 

　セグメント別の経営成績は、以下のとおりであります。

（ＡＳＰサービス事業）

　当社は、顧客である外食企業に対し、ＡＳＰサービス事業を核としてＡＳＰ／パッケージシステム事業、システ

ム機器事業、周辺サービス事業を一体として提供しております。当事業におきましては、食材の自動発注システム

による効率化や各システムサービスによる自動化の要望から、売上高は614,455千円（前年同四半期比31.0％減）

となり、セグメント損失は150,700千円（前年同四半期はセグメント利益47,857千円）となりました。

① ＡＳＰサービス事業

　当事業におきましては、月額サービスの新規計上及び既存顧客へのサービス拡大と、「飲食店経営管理シス

テム（R）」の販売を行った結果、当事業領域の月額サービスは、コロナ禍の影響による月額の値引きを受けた

ことにより、売上高は371,111千円（前年同四半期比5.1％減）となりました。

　なお、月額サービス料は、６ケ月累計で355,860千円（前年同四半期比4.2％減）となりました。

② システム機器事業

　当事業におきましては、従来からのＰＯＳシステム、オーダーエントリーシステム及びテーブルオーダリン

グシステムの販売おいて、特に受注が積み上がっていたテイクアウトシステム機器の納品が、一部システム機

器(自動釣銭機)の入荷が半導体不足により一切なく、納品できなかった結果、売上高は221,912千円（前年同四

半期比45.8％減）となりました。

③ 周辺サービス事業

　当事業におきましては、提携先製品である、ＡＩロボット製品や、保守インテグレーション、サプライ製品

などの販売を行った結果、輸入先である中国上海のロックダウンの影響があり、ロボットの輸入がストップし

たことにより、予定していた納品が一切できなかったため、売上高は21,489千円（前年同四半期比76.0％減）

となりました。

 

（ホテル関連事業）

　当社は、ＡＳＰ／パッケージシステム事業、システム機器事業、周辺サービス事業のトータルシステムを実施運

用するためにナチュラルグリーンパークホテルの管理運営及びレストラン・カフェの運営を行っております。ナ

チュラルグリーンパークホテルにおいて、自社製品／サービスの実証実験店を兼ね、管理運営しており、自社製品

のすべてを同ホテル内に導入稼働し、運営を実践しております。当事業におきましては、コロナ禍の影響から、売

上高は42,296千円（前年同四半期比0.9％減）となり、セグメント損失は20,300千円（前年同四半期はセグメント

損失12,562千円）となりました。
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(2）財政状態の状況

　当第２四半期会計期間末における総資産は、1,811,135千円となり、前事業年度末に比べ12,271千円増加いたし

ました。これは主に、現金及び預金160,288千円、商品360,131千円などの増加によるものであります。

　負債合計は1,976,989千円となり、前事業年度末に比べ206,536千円増加いたしました。これは主に短期借入金

47,422千円の減少、長期借入金215,918千円増加などによるものであります。

　純資産は△165,853千円となりました。これは、当期純損失194,268千円によるものです。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動、投資活動及び財務

活動により、前事業年度末に比べ38,776千円増加し、当第２四半期会計期間末には136,788千円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において営業活動の結果得られた資金は、20,023千円（前年同四半期は使用した資金

30,809千円）となりました。これは主に、仕入債務の増加による44,610千円、棚卸資産の減額による16,658千円な

どの資金の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において投資活動の結果使用した資金は、122,787千円（前年同四半期は使用した資金

108,060千円）となりました。これは主に無形固定資産の取得による支出113,327千円及び投資有価証券の取得によ

る支出11,250千円などによる資金の減少であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において財務活動の結果得られた資金は、141,539千円（前年同四半期は使用した資金

30,429千円）となりました。これは主に、長期借入れによる収入400,000千円による資金の増加の一方で、短期借

入金の返済による支出245,922千円などによる資金の減少によるものであります。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 11,284,000

計 11,284,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年５月13日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 2,821,100 2,821,100

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（第２四半期会計期間末現在）

グロース市場（提出日現在）

単元株式数

100株

計 2,821,100 2,821,100 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、2022年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

２．発行済株式のうち、281,539株は、現物出資（ホテル土地（11,251.99㎡）建物 合計394,999千円）によるもの

であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減
額
（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2022年１月１日～

2022年３月31日
－ 2,821,100 － 665,461 － 271,198
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（５）【大株主の状況】

  2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

田村　隆盛 山口県宇部市 1,286,939 46.45

株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口) 東京都中央区晴海１丁目８－１２ 196,500 7.09

辛　澤 大阪府大阪市北区 83,300 3.01

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 64,185 2.32

片桐　紀博 東京都品川区 35,600 1.28

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番２１号 30,700 1.11

木下　圭一郎 東京都千代田区 24,100 0.87

松井証券株式会社 東京都千代田区麴町１丁目４番地 22,700 0.82

鎌田　英哉 東京都渋谷区 19,200 0.69

岡田　俊二 広島県広島市 16,900 0.61

計 － 1,780,124 64.25

（注）１．上記のほか、自己株式が50,364株（1.79％）あります。

２．株式会社日本カストディ銀行（旧資産管理サービス信託銀行株式会社）（信託Ｅ口）が所有している株式

196,500株は、当社が2011年２月７日開催の取締役会において従業員の新しい福利厚生サービスとして自社の

株式を給付する「株式給付信託（J-ESOP）」の導入を決議し、2011年５月18日付にて124,200株及び2014年３

月17日付にて76,100株を資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が取得し、うち3,800株を退職者へ

の給付のため処分したものであります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 50,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,769,300 27,693 －

単元未満株式 普通株式 1,500 － －

発行済株式総数  2,821,100 － －

総株主の議決権  － 27,693 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託（J-ESOP）の信託財産として株式会社日本

カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式196,500株（議決権の数1,965個）を含めております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式64株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アルファクス・

フード・システム

山口県宇部市西本町

二丁目14番30号
50,300 － 50,300 1.78

計 － 50,300 － 50,300 1.78

（注）株式給付信託（J-ESOP）の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式196,500

株は、上記自己株式に含めておりません。

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（2022年１月１日から2022年３

月31日まで）及び第２四半期累計期間（2021年10月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

HLB Meisei 有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2021年９月30日)
当第２四半期会計期間
(2022年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 121,512 160,288

売掛金 78,477 65,079

商品 350,214 360,131

貯蔵品 13,327 20,069

前渡金 84,765 83,111

前払費用 20,385 21,210

短期貸付金 16,200 16,200

未収入金 46,528 47,492

その他 12,155 12,118

貸倒引当金 △59,093 △57,710

流動資産合計 684,473 727,992

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 326,671 317,386

構築物（純額） 12,264 11,489

工具、器具及び備品（純額） 69,793 53,262

土地 130,838 130,838

リース資産（純額） 32,181 23,037

有形固定資産合計 571,749 536,013

無形固定資産   

ソフトウエア 312,284 276,175

ソフトウエア仮勘定 25,779 70,057

電話加入権 2,445 2,445

特許権 300 254

無形固定資産合計 340,810 348,933

投資その他の資産   

投資有価証券 14,514 25,769

長期前払費用 143,216 140,053

敷金及び保証金 22,450 22,450

長期未収入金 138,988 138,120

その他 6,010 6,010

貸倒引当金 △127,858 △138,120

投資その他の資産合計 197,321 194,283

固定資産合計 1,109,881 1,079,229

繰延資産   

社債発行費 4,509 3,913

繰延資産合計 4,509 3,913

資産合計 1,798,864 1,811,135
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2021年９月30日)
当第２四半期会計期間
(2022年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 29,422 74,033

短期借入金 484,277 436,855

１年内償還予定の社債 41,000 41,000

１年内返済予定の長期借入金 159,883 164,842

リース債務 21,843 17,420

未払金 13,945 19,823

未払費用 7,514 7,357

未払法人税等 13,393 7,543

未払消費税等 25,532 27,612

預り金 9,760 14,634

前受金 74,802 84,031

その他 1,430 －

流動負債合計 882,805 895,152

固定負債   

社債 117,000 96,500

長期借入金 729,446 945,365

リース債務 20,470 13,603

退職給付引当金 18,530 24,167

資産除去債務 2,200 2,200

固定負債合計 887,648 1,081,836

負債合計 1,770,453 1,976,989

純資産の部   

株主資本   

資本金 665,461 665,461

資本剰余金 455,322 455,322

利益剰余金 △1,057,877 △1,252,145

自己株式 △37,904 △37,904

株主資本合計 25,002 △169,265

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 148 152

評価・換算差額等合計 148 152

新株予約権 3,259 3,259

純資産合計 28,410 △165,853

負債純資産合計 1,798,864 1,811,135
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　2020年10月１日
　至　2021年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　2021年10月１日
　至　2022年３月31日)

売上高 913,461 635,332

売上原価 485,239 471,296

売上総利益 428,222 164,036

販売費及び一般管理費 ※ 392,908 ※ 335,037

営業利益又は営業損失（△） 35,313 △171,001

営業外収益   

受取利息 111 31

助成金収入 8,416 －

その他 525 1,493

営業外収益合計 9,053 1,524

営業外費用   

支払利息 8,756 8,302

支払保証料 318 462

支払補償費 1,715 9,772

支払手数料 1,187 500

株式交付費 13,175 706

貸倒引当金繰入額 35,707 －

その他 596 596

営業外費用合計 61,457 20,340

経常損失（△） △17,089 △189,817

特別損失   

固定資産除却損 － 128

特別損失合計 － 128

税引前四半期純損失（△） △17,089 △189,945

法人税、住民税及び事業税 5,573 4,324

法人税等調整額 － △1

法人税等合計 5,573 4,322

四半期純損失（△） △22,663 △194,268
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　2020年10月１日
　至　2021年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　2021年10月１日
　至　2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △17,089 △189,945

減価償却費 93,002 121,229

貸倒引当金の増減額（△は減少） 46,656 8,878

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6,599 5,636

受取利息及び受取配当金 △111 △31

支払利息 8,756 8,302

支払手数料 1,187 500

株式交付費 13,175 －

固定資産除却損 － 128

売上債権の増減額（△は増加） △141,303 13,397

棚卸資産の増減額（△は増加） △12,158 △16,658

仕入債務の増減額（△は減少） 35,743 44,610

その他の流動資産の増減額（△は増加） △8,630 21,042

その他の流動負債の増減額（△は減少） △90,293 16,638

その他 10,227 3,044

小計 △67,437 36,773

利息及び配当金の受取額 111 31

利息の支払額 △10,227 △8,380

法人税等の支払額 △1,260 △8,400

法人税等の還付額 109,623 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 30,809 20,023

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △14,650 △1,372

無形固定資産の取得による支出 △85,995 △113,327

定期預金の預入による支出 △3,000 －

投資有価証券の取得による支出 － △11,250

その他 △4,414 3,163

投資活動によるキャッシュ・フロー △108,060 △122,787

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,232,039 198,500

短期借入金の返済による支出 △1,358,500 △245,922

長期借入れによる収入 96,300 400,000

長期借入金の返済による支出 △68,166 △179,122

リース債務の返済による支出 △12,446 △11,290

社債の償還による支出 △20,500 △20,500

株式の発行による収入 96,457 －

新株予約権の発行による収入 4,874 －

自己株式の取得による支出 △45 －

配当金の支払額 △441 △125

財務活動によるキャッシュ・フロー △30,429 141,539

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △107,680 38,776

現金及び現金同等物の期首残高 286,156 98,012

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 178,476 ※ 136,788
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。これにより、当第

２四半期累計期間の損益及び利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第２四半計累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しており

ません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあり

ません。

 

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響について）

　新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大は、経済や社会、企業活動に広範な影響を与える事象であり、今後

の新型コロナウイルス感染症の収束時期やその影響程度を合理的に予想することが困難ではありますが、このよ

うな状況は当事業年度以降も一定程度継続すると仮定のもと、会計上の見積り等を実施しております。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、従業員の福利厚生サービスとして自社の株式を給付し、当社の株価や業績との連動性をより高め、

経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを

目的として、「株式給付信託（J-ESOP）」（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

（１）取引の概要

本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、当社の従業員が株式の受給権を取得した場合に当

社株式を給付する仕組みです。

当社は、従業員に勤続や成果に応じてポイントを付与し、従業員の退職時等に累積したポイントに相当

する当社株式を給付します。退職者等に対し給付する株式については、あらかじめ信託設定した金銭によ

り将来分も含め取得し、信託財産として分別管理することになっております。

 

（２）「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第30号　

2015年３月26日)を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

 

（３）信託が保有する自社の株式に関する事項

①信託における帳簿価額は前事業年度142,607千円、当第２四半期会計期間142,389千円であります。信託

が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しておりません。

②期末株式数は、前第２四半期会計期間は196,800株、当第２四半期会計期間は196,500株であり、期中平

均株式数は、前第２四半期会計期間は196,800株、当第２四半期会計期間は196,561株であります。期末

株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めておりません。
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（四半期貸借対照表関係）

 

　１．財務制限条項

前事業年度（2021年９月30日）

当社が締結しているシンジケートローン契約には、以下の財務制限条項が付されております。

（1）各年度の決算日の貸借対照表における純資産の部の金額を2016年９月期の決算日の貸借対照表にお

ける純資産の部の金額の80％以上に維持すること。

（2）各年度の決算日の損益計算書における経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。

 

　なお、当事業年度において、上記財務制限条項のうち、シンジケートローン契約の(1)(2)にそれぞれ抵

触致しました。当社は、当該取引金融機関と協議を行っており、財務制限条項に係る期限の利益喪失につ

き権利行使をしないことについて、当該取引金融機関の合意が得られる見込みと判断しております。

 

当第２四半期会計期間（2022年３月31日）

当社が締結しているシンジケートローン契約には、以下の財務制限条項が付されております。

（1）各年度の決算日の貸借対照表における純資産の部の金額を2016年９月期の決算日の貸借対照表にお

ける純資産の部の金額の80％以上に維持すること。

（2）各年度の決算日の損益計算書における経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。

 

　なお、当事業年度において、上記財務制限条項のうち、シンジケートローン契約の(1)(2)にそれぞれ抵

触致しました。当社は、当該取引金融機関と協議を行い、財務制限条項に係る期限の利益喪失につき権利

行使をしないことについて、当該取引金融機関の合意が得られております。

 

　２．保証債務

当第２四半期会計期間に係る保証債務は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2021年９月30日）

当第２四半期会計期間

（2022年３月31日）

システム機器の販売顧客のリース債務 2,669千円 1,332千円

 

 

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自 2020年10月１日
　　至 2021年３月31日）

　当第２四半期累計期間
（自 2021年10月１日
　　至 2022年３月31日）

給与手当 103,118千円 99,378千円

退職給付費用 2,378 7,696

貸倒引当金繰入額 12,027 8,878

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間
（自 2020年10月１日
至 2021年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自 2021年10月１日
至 2022年３月31日）

現金及び預金勘定 208,476千円 160,288千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △30,000 △23,500

現金及び現金同等物 178,476 136,788
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　2020年10月１日　至　2021年３月31日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

該当事項はありません。

 

（2）基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動

　当第２四半期累計期間において、2021年3月19日を払込期日とする第三者割当による新株の発行により、

資本金及び資本剰余金がそれぞれ50,001千円増加しております。また、新株予約権の権利行使による新株式

の発行により、資本金及び資本剰余がそれぞれ4,814千円増加しております。

　この結果、当第２四半期会計期間末において資本金592,678千円、資本剰余金382,539千円となっておりま

す。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年３月31日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

該当事項はありません。

 

（2）基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

　著しい変動がないため、記載しておりません。

 

（有価証券関係）

　著しい変動がないため、記載しておりません。

 

（持分法損益等）

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当第２四半期会計期間
（2022年３月31日）

関連会社に対する投資の金額 － 20,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額 － 17,992

   

 
前第２四半期累計期間
（自 2020年10月１日
至 2021年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自 2021年10月１日
至 2022年３月31日）

持分法を適用した場合の投資損失の金額 － 2,007
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　2020年10月１日　至　2021年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期財務諸表
計上額(注) ＡＳＰサービス事業 ホテル関連事業 合計

売上高      

外部顧客への売上高 889,996 23,464 913,461 － 913,461

セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ 19,206 19,206 △19,206 －

計 889,996 42,671 932,668 △19,206 913,461

セグメント利益又は損失

（△）
47,875 △12,562 35,313 － 35,313

（注）セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
四半期財務諸表
計上額(注) ＡＳＰサービス事業 ホテル関連事業 合計

売上高      

外部顧客への売上高 614,455 20,876 635,332 － 635,332

セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ 21,420 21,420 △21,420 －

計 614,455 42,296 656,752 △21,420 635,332

セグメント利益又は損失

（△）
△150,700 △20,300 △171,001 － △171,001

（注）セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業損失と一致しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第２四半期累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年３月31日）

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
ＡＳＰサービス事業 ホテル関連事業

　ソフトウエアの販売 75,815 － 75,815

　ＡＳＰ初期導入サービス 5,750 － 5,750

　利用料等の月額サービス 361,341 － 361,341

　飲食店向けシステム関連機器の販売 146,698 － 146,698

　その他の機器の直接販売 3,919 － 3,919

　宿泊等のホテル及び飲食事業関連サービス － 20,819 20,819

　その他 20,989 － 20,989

顧客との契約から生じる収益 614,513 20,819 635,332

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 614,513 20,819 635,332

（注）その他の区分は、サプライ品、機器修理費用を含んでおります。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　2020年10月１日
至　2021年３月31日）

当第２四半期累計期間
（自　2021年10月１日
至　2022年３月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △9円17銭 △70円11銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失（△）（千円） △22,663 △194,268

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △22,663 △194,268

普通株式の期中平均株式数（株） 2,471,418 2,770,736

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

－ －

　（注）１．前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益については、潜在株式が存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しており

ません。

２．信託が保有する当社株式は、１株当たり四半期純損失の算定上、期中平均株式数の計算において控除する

自己株式に含めておりません。

 

（重要な後発事象）

１．第２回新株予約権（行使価額修正選択権付）の取得及び消却並びに第三者割当による行使価額修正条項付第

４回新株予約権の発行に関する決議

　当社は、2022年４月25日開催の取締役会において、当社が2021年３月19日に第三者割当により発行した第２回

新株予約権につきまして、残存する新株予約権の全部を取得後直ちに消却すること、並びに第４回新株予約権の

発行を行うことを決議いたしました。

 

◆第４回新株予約権の発行に関する概要
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（１） 割当日 2022年５月11日

（２） 発行新株予約権数 6,800個

（３） 発行価額 総額 2,835,600円（本新株予約権１個あたり417 円 ）

（４） 当該発行による潜在株式数

680,000株（新株予約権１個につき100株）

上限行使価額はありません。

本新株予約権の下限行使価額は245円ですが下限行使価額で行使された場

合においても、発行される株式数は680,000株です。

（５） 調達資金の額

336,035,600円（差引手取概算額）

すべての新株予約権が当初の行使価額で行使されたと仮定して算出され

た金額です。行使価額が修正された場合には、上記新株予約権の発行価

額の総額は増加又は減少します。また、新株予約権の権利行使期間内に

行使が行われない場合、新株予約権者がその権利を喪失した場合及び当

社が取得した新株予約権を消却した場合には、上記株式の発行価額の総

額は減少します。

（６）
行使価額及び行使価額の

修正条項

当初行使価額 490円

行使価額は、本新株予約権の各行使請求に係る通知を当社が受領した日

（以下「修正日」という。）以降、各修正日の前取引日(以下に定義す

る。)の株式会社東京証券取引所(以下「東京証券取引所」という。)にお

ける当社普通株式の普通取引の終値(以下「終値」という。)(同日に終値

がない場合には、その直前の終値)の90％に相当する金額(円位未満小数

第３位まで算出し、小数第３位の端数を切り上げた金額)に修正されま

す。

行使価額は245円を下回らないものとします。（以下、「下限行使価額」

といいます。）。上記の計算による修正後の行使価額が下限行使価額を

下回ることとなる場合、行使価額は下限行使価額とします。「取引日」

とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日をいう。但し、東

京証券取引所において当社普通株式に関して何らかの種類の取引停止処

分又は取引制限(一時的な取引制限も含む。)があった場合には、当該日

は「取引日」にあたらないものとします。

（７）
募集又は割当方法

（割当予定先）

マッコーリー・バンク・リミテッド（以下「割当予定先」といいま

す。）に対して、第三者割当の方法によって行います。

（８） 新株予約権の行使期間 2022年５月12日から2024年５月13日までとする。

（９） その他

上記各号については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の効力発

生後に、本新株予約権に係る買取契約（以下、「本買取契約」といいま

す。）を締結する予定です。

本買取契約においては、割当予定先が当社取締役会の事前の承諾を得て

本新株予約権を譲渡する場合、割当予定先からの譲受人が本買取契約の

割当予定先としての権利義務の一切を承継する旨が規定される予定で

す。

 

◆ 第２回新株予約権の取得及び消却の概要

（１） 取得及び消却する新株予約権の名称
株式会社アルファクス・フード・システム

第２回新株予約権（行使価額修正選択権付）

（２） 発行新株予約権総数 3,150個

（３） 本日現在までの行使済新株予約権数 0個（新株予約権１個当たり100株。以下同）

（４） 取得及び消却する新株予約権数 3,150個

（５） 取得価額
合計2,368,800円

　（新株予約権１個当たり752円）

（６） 取得日及び消却日 2022年５月20日（予定）

（７） 消却後に残存する新株予約権の数 0個

 

２．第三者割当による行使価額修正条項付第４回新株予約権発行に係る払込完了

 当社は、2022年４月25日開催の当社取締役会において決議いたしました第三者割当による行使価額修正条項付

第４回新株予約権の発行につきまして、2022年５月11日に割当先であるマッコーリー・バンク・リミテッドから

本新株予約権に係る発行価格の総額（2,835,600円）の払込みが完了しております。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2022年５月12日

株式会社アルファクス・フード・システム

取締役会　御中

 

HLB Meisei 有限責任監査法人

東京都中央区
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 武田　剛

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 関　　和輝

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アル

ファクス・フード・システムの2021年10月１日から2022年９月30日までの第29期事業年度の第２四半期会計期間（2022年

１月１日から2022年３月31日まで）及び第２四半期累計期間（2021年10月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アルファクス・フード・システムの2022年３月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ
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ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠

していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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